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1．足下の厳しい経済状況 

4 月に発表された中国の 1－3 月期の実質 GDP 成長率は、前年比＋4.8％と前期より

0.8％ポイント改善したが、政府が示した年間目標の「＋5.5％前後」に対して下振れて

いる。中国最大の経済都市である上海で 3月以降、新型コロナウイルスの感染が拡大し、

都市封鎖が 2カ月近く続いており、それ以外の都市でも封鎖措置が行われているところ

があり、経済は打撃を受けている。生産が滞り国際的な商品供給に影響が出ている。 

5 月の製造業 PMI は 49.6、非製造業商業活動指数が 47.8 と 4 月に大幅改善したが、

共に 50を下回っている（図表 1）。社会消費品小売総額は前年同期比▲11.1と前月に比

べマイナス幅が拡大した（図表 2）。これら数値の回復は 6 月、または 7 月以降になる

と見られる。固定資産投資は 1－4月の累計で前年同期比 6.8％増だが、4月は前月比▲

0.8％となった。分譲住宅販売額は、1－4月は前年同期比▲32.2％で、1－3月の▲25.6％

からさらに悪化している。足下の経済は悪化から抜け出せておらず、状況は厳しい。 
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2．新型コロナウイルスの変異株に硬直的対応を続ける中国 

2020年、中国は武漢市を封鎖することで、新型コロナウイルス感染症を封じ込め、勝

利宣言をするに至った。当局はこれを党総書記の果断な決定と采配による成果とし、統

治体制の優位性を示すもので、国民は共産党の統治に感謝すべきだ等のプロパガンダを

流し、コロナは国外から来たとの宣伝も行い、批判的な声を封じ込めた。 

2021年初夏、デルタ変異株が出現し、広州市、内モンゴル、揚州市等で感染者が出た

が、隔離による封じ込めに成功した。その頃には、中国でも変異後のウイルスの性質に

合わせて以前と異なる対策を検討する必要性を訴える意見も聞かれたが、すぐに封じら

れ、コロナ対策は「ゼロコロナ」に傾き異論は排除された。2022年に入ると、毒性が弱

まり感染力が強いオミクロン株が出現し、西安市や中国本土の最先端都市である上海市

で感染者が増えた。上海市当局は 3月、外国の経験を取り入れる柔軟な対策を取る様子

も見せたが、結局、短期間の都市封鎖の宣言が行われ、その封鎖が当初予定を越えて継

続されて長期化し、人々に苦しい忍従を強いることになった。市民への食糧手配がうま

く行かず価格が高騰、また、コロナ以外の医療が止まり、市民の政府に対する不満、失

望、不信を招いた。 

上海の都市封鎖は、消費、企業生産、物流・サプライチェーンに大きな影響を与えて

いるが、その全体像がはっきりしない。武漢での感染拡大時と似た急失速を余儀なくさ

れた可能性は相応に高く、2022年 4－6 月期の実質経済成長率は、2020年 1－3月期と

同様、マイナスに落ち込むと考えられる（図表 3）。 
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3．高まる失速懸念の中、水面下で行われる政治駆け引き 

5月 25日、李克強国務院総理が全国の官僚（県級以上）を招集し 10万人規模とも言

われるオンライン併用の経済会議を開催した。総理の発言内容は非公開となったが、各

種報道によれば、足下の経済が厳しい状況であることを認めた上で、既に決定された経

済政策を除いて、中央が追加で財政出動する余力はなく、地方政府は大幅な利下げなど

の追加策を無闇に期待することなく、自らが持つ手段を有効活用して経済対策を全力で

実施するよう指示したと見られる。 

地方政府責任者は共産党の中央からはゼロコロナを求められ、国務院からは、年初に

設定した成長目標の達成を、コロナ禍と関係なく実現することが求められている恰好だ。

昨今は地方統計で不正処理を行った官員への処罰事例が出ており、統計局での数値改ざ

んはリスクが高まっている。地方政府によっては打つ手に窮し、率直な数字を出すとこ

ろが増えてくる可能性がある。 

習近平総書記は今年秋の第 20 回党大会で 11 年目の統治期間に入ることを目指して

おり、今のところ、それはほぼ確実と見られている。ただ、反対勢力も存在するとされ

る。5月以降、李克強総理の活動に光が当たる機会が増え、これがそうした勢力の動き

を示すとの憶測もあるが、はっきりしない。経済失速が緊急会議の開催を要するほど悪

化していることは容易に想像ができる。序列 2位の政治家の党大会前の通常の政治パフ

ォーマンスとも考えられる。 

来る 8月には、党長老の面々が避暑地の北戴河に集まることから、5月と 6月の経済

を安定成長の軌道に戻すことは重要である。総理にとってコロナ禍は不可抗力とするこ

とができるが、経済政策の無作為は許されず、会議は、全国に発破をかけておく意味は

あったと考えられる。実際の足下の経済状況は、相当厳しいと見られる。不動産取引は
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コロナの影響とあいまって、昨年秋からの様子見状態が続き、取引は盛り上がらない。

今後、コロナ禍が一段落しても急回復の保証はない。IMFは 4月の世界経済見通しで＋

4.4％という実質GDP成長率の予想を出したが、上海の都市封鎖や今後の他都市への伝

播次第では、甘いものである可能性がある。 

今後、中国がゼロコロナ政策を見直すとした場合、そのタイミングは秋の党大会以降

になるだろう。党大会では、習近平総書記が新型コロナウイルスとの戦いに勝利したこ

とを成果として打ち出すと見られ、その上で第 3期目の総書記就任か、新たな党主席等

のポジョションを作り出し、そこに収まろうとするだろう。コロナに関する問題や異論

は、全て事前に封じ込めておく必要がある。感染者が出れば、極論すれば、経済も人道

上の配慮もなく、ひたすらゼロコロナを目指し都市封鎖に突き進むだろう。これは習近

平総書記の最重要な政治的要請であって、経済の安定は彼にとって最重要事柄ではない

ということだ。 

経済より政治が優先される傾向は昨年より強まっており、今にはじまったことではな

い。秋の 6中全会の前から、政治的駆け引きが激化し、社会的緊張が高まった。政治的

緊張やイデオロギー的対抗は、経済に逆風だが、資本の無秩序な拡大を抑えることを課

題に掲げて、政治が経済に恣意的な介入を行ってきた。当然、経済は萎縮し、2022年も

それが続く。住宅販売や開発投資は落ち込み、地方政府の収入減は投資不足や公務員の

給与遅配を招き、IT企業の成長機会は奪われ、若者の雇用に悪影響を及ぼしている。 

秋の党大会で、習近平氏をトップにする体制が新たに出来上がり、経済統制が強まる

傾向が続く可能性がある。しかし、これに反対する議論も、党内に存在する。そうした

議論を強めるためには、改革開放を推進してきた幹部の配置は重要になる。最近、李克

強総理が活発な動きを見せているのは、そうしたところに原因がある可能性がある。 

 

4．ロシアのウクライナ侵攻と中国を取り巻く国際環境の変化 

ロシアが今年 2 月にウクライナを侵攻し 3 ヵ月が経過した。G7 諸国は、国連安全保

障理事会の常任理事国であるロシアが、核での恫喝を行いながら隣国を侵略しているこ

とを既存の国際秩序を破壊する動きとして非難し、外貨準備預金の凍結などの強い経済

制裁措置に打って出ている。欧州連合もロシアからのエネルギー輸入を禁止する方向で

議論を進めている。 

両国の紛争の背景は複雑である。近年ではロシアは 2008 年以来、北大西洋条約機構

（NATO）の東方拡大に強く反発し、グルジアとウクライナがレッドラインになると示
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してきた。しかし、2014年にユーロマイダン革命が起こり、親ロ派の大統領が国外脱出

する混乱が起きたため、ロシアはクリミアを併合に動き、ドンバスの紛争に介入を深め

た。その後、2015年の停戦合意（ミンスク合意）はウクライナ側に不満を残し、同国は

米国やNATOに接近して対ロ強硬策を強めていたところ、今般のロシアの「特殊軍事作

戦」と称される侵攻が開始された。ウクライナには英米等から武器供与が行われており、

紛争は代理戦争の色彩を帯びている。 

ロシア軍は 3月末頃より首都に向けた侵攻を中止し、ドンバスとその周辺に戦力を集

中し、戦況は膠着状態となっている。今後、停戦合意に向かう可能性はあるが、仮に合

意ができても紛争の火種は残り、ウクライナ東部や南部は潜在的に不安定な状態が続く

と見られる。また、G7 諸国や欧州連合による対ロ経済制裁も簡単には取り下げられな

い。今後も、西欧のリベラル民主主義対ロシアの専制主義といった価値観の対立構図が

長期化する可能性が高い。 

中国は、2012 年の習近平指導部誕生後、プーチン大統領率いるロシアとの関係を強

化し、反米意識を共有しながらNATOの東方拡大にも共に反対してきた。しかし、ロシ

アによるあからさまな隣国への侵略に目をつぶる中国に対し、欧州諸国は大国の武力侵

攻を黙認すると見始めている。中国内部には、ロシアとの過度な接近を戒める声をもあ

ると見られる。 

中国は近年、海・空・ミサイル・宇宙の分野の軍事力強化に余念がなく、軍民融合を

掲げ、武力や経済力を背景に他国に高圧的に接することが多い。南シナ海、東シナ海に

おいて現状変更を企み、台湾を武力で「解放」する可能性を捨てず、軍事挑発を続ける。

日本は中国のこうした動きに強く警戒し、米国との同盟関係を強化し、それを軸に地域

安全保障への関与を強めようとしている。この結果、北東アジアでは米日韓台VS中露

北朝鮮という冷戦の分断の構図が再び姿を見せ始めている。中国は、冷戦思考を捨てる

よう繰り返し米国等に要求しているが、自らがそうした状況を作り出しているようにも

見える。 

かつての中国は、少なくとも表向きは対外的に謙虚な姿勢を保ってきたが、最近は様

子が変わった。ロシアのウクライナ侵攻で、中国による台湾への武力侵攻のイメージが

重なり、それに警戒する声が増えた。米国のバイデン政権は積極外交を展開し、習近平

総書記が率いる中国を取り囲み、孤立させる方向に動き出している。 

このように中国を取り巻く国際環境は厳しくなり、同国が経済発展を目指す上で不利

な状況となっているが、習近平政権は政治を優先する傾向が強く、現行の強硬な外交路



 6 

線を修正することは、ほとんど期待し難い。 

 

5．当面の展望 

中国ビジネスは新型コロナウイルス対応を含め、様々なリスクや制約がある。米中関

係の変化で半導体や通信など、安全保障や先端技術の分野でのデカップリングが起こり、

さらにロシアのウクライナ侵攻で地政学リスクが高まってきた。デカップリングや地政

学リスクが、どこまで広がり、深まるかは見通しが立てにくい。ただ、少なくとも中国

ビジネスにおいて、経済安全保障の観点を持つことが必要な時代になっていることは間

違いないだろう。 

中国は、少なくとも今年秋の党大会までは政治優先の状況が続くと見られる。党大会

の結果次第ではあるが、来年以降は、経済を重視する傾向に変化する可能性があると考

えられる。新型コロナウイルスによる混乱も、政策見直しを通じて落ち着いていくこと

が期待される。ただし、中国は不動産を支柱産業にしていた経済発展が曲がり角を迎え、

外資誘致による成長も難しい。今後は内需を盛り上げて 5％以下の成長の時代にうまく

シフトしていくことが課題になる。少子高齢化対策も必要になる。 

中国ビジネスもそうした変化を認識した上で、柔軟な対応をしながら進めて行く必要

があると考えられる。 

以 上 
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